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１． Ｅｘｐｏｎｅｎｔｉａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（ExTech）：指数関数的に進化する技術の時代 

（１） Ｅｘｐｏｎｅｎｔｉａｌ（指数関数的）とは 

技術のパフォーマンスが一定の期間に倍になることを意味する。典型的な例がムーアの法則で、インテル社の

共同創業者の一人であるゴードン・ムーアが１９６５年に論文で発表した「ＩＣの集積密度は１８か月ごとに倍増する」

というものだ。 

Ｅｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな成長はＩＴに限らず、幅広い分野で共通してみられる特徴である。１９９０年に始まった人間の遺

伝子をすべて解析しようという「ヒトゲノム計画」では、７年掛けて１％しか解析できなかった。専門家はみな「失敗」

のレッテルを貼ったが、レイ・カーツワイルは「１％で半分だから、全ゲノムの解析はあと７年で終わる」と予測した。

実際残りの９９％の解析には７年もかからなかった。彼は最初の６年で０.５％、最後１年でさらに０.５％解読できてい

たことから、解読技術のＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな加速を見通していたのである。彼はまた [1]の中で、テクノロジーが持つ

重要で根本的な特性として、情報を基盤とした環境へ移行すると技術が進化するスピードはＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌになる

と解説している。 

 

（２） ムーアの法則とその拡張:継続的パラダイムがもたらす収穫加速の法則 

最近ムーアの法則が終わりつつあるという説がある。ＩＣの集積率は半導体同士のチャネル長と呼ばれる距離の

短縮により増大しているが、１９７１年に１万 nm（ナノメートル）であったものが、今日では５nmに近づき、これ以上縮

まると電子が半導体間を移動する物理的限界に近づいているからである。 

しかし、ＩＣの集積率という狭義のムーアの法則から、

演算装置の性能という、より広い概念に目を向けると、Ｉ

Ｃは実はＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな成長をもたらした最初のパラ

ダイムではなく、右の図（[2]より）のように実は５番目で

あると、これまたカーツワイルが「収穫加速の法則」[3]

に書いている。１８９０年代にアメリカの国勢調査で用い

られた機械式計算装置から、ナチスの暗号「エニグマ」

を解読したリレー式計算機「ロビンソン」、アイゼンハワ

ー大統領の当選を予測したＣＢＳの真空管式、初のロ

ケット打ち上げに使われたトランジスター式、そして今

のＩＣベースのＰＣに至るまで、１３０年にわたって演算

速度は綺麗にＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌに加速してきた。  

カーツワイルが言わんとしていることは、一つのＥｘＴｅｃｈの有用性が終わりを迎えるたびに、それに代わるもの

が出てくるということだ。ＩＣも同じで、いま半ダースほどの後継技術が検討されているが、本命は何と言っても量子

コンピューターだ。 
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（３） ＥｘＴｅｃｈ成長ステージ：６つのＤ 

 ＥｘＴｅｃｈの成長ステージをディアマンディス[4]は、６Ｄのフレームワークと呼んでいる。Ｄｉｇｉｔｉｚｅｄ（デジタル化）、

Ｄｅｃｅｐｔｉｖｅ（懐疑的）、Ｄｉｓｒｕｐｔｉｖｅ（破壊的）、Ｄｅｍａｔｅｒｉａｌｉｚｅｄ（非物質化）、Ｄｅｍｏｎｅｔｉｚｅｄ（非収益化）、Ｄｅｍ

ｏｃｒａｔｉｚｅｄ（大衆化）である。 

 デジタル化： 技術はデジタル化されることで情報を基盤とする環境に移行し、Ｅｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな進化が可能とな

る。 

 懐疑的: 誕生したばかりの技術のパフォーマンスは非常に小さい。たとえ一定期間で性能が倍になるとしても、

最初はなかなか既存の技術に対抗できない。そのため多くの人が初期の段階でＥｘＴｅｃｈに対して懐疑的になる。 

１９７５年にコダック社で発明されたデジカメの画素数は０.０１M ピクセ

ル、１００×１００の解像度で、今でいえばほぼモザイクである。しかも写

真（[5]より）のように大きくて、メモリーに書き込むのに２３秒もかかり、

その間静止しなければいけなかった。３年後に０.０２M、６年後に０.０４

M、１０年後に漸く０.０８Mに画素数は微増したが、つまりはずっとほぼゼ

ロに近かった。これを見ていたコダックの経営陣は、デジカメに失望し

て銀塩フィルムにこだわった。 

破壊的： 発明から１５年後の１９９０年に初めて商用機が発売される

や、あっという間に画素数は増え、今では１００M を超える。その結果コダックは２０１２年に倒産した。ＥｘＴｅｃｈはそ

の存在感を示し始めた時には、すでに手が付けられない速度になり、既存の技術・ビジネスを手あたり次第に破壊

する。 

非物質化： ＥｘＴｅｃｈは既存のものやサービスそのものを消し去る。スマホは電話・ビデオ・デジカメ・ＣＤ・ＧＰＳ

などのモノや新聞・雑誌・書籍などのコンテンツをポケットの中に入れてしまった。 

非収益化： 非物質化されることで限界コストがゼロになる。かつて写真は高価だったが今はタダで撮れる。長

距離電話もＳｋｙｐｅがタダにしてしまった。多くのものが無料になっている。 

大衆化： ＥｘＴｅｃｈがスケールするステージ。かつて自動車電話はお金持ちのものだったが、今ではスマホが普

及していない地域を見つけることすら難しい。 

 

（４） ＥｘＴｅｃｈの１０の代表例 

 多くの技術は情報を基盤とする環境に移行したおかげでＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな成長を始めている。ディアマンディス

[4]は以下の１０の技術を解説しているが、詳細な説明は紙面の関係上割愛する。 

・量子コンピューター 

・ＡＩ 

・ネットワーク・センサー 

・ロボット 

・仮想現実（VR） 

・拡張現実（AR） 

・３Ｄプリンティング 

・ブロックチェーン 

・材料科学とナノテクノロジー 

・バイオテクノロジー 
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（５） 加速を推進する７つの力 

 ディアマンディス[4]によれば、ＥｘＴｅｃｈの進化の加速は３つの増幅要因が重なった結果とみることができる。一

つ目は計算能力のＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌな成長だ。（4）で取り上げた技術はすべてその恩恵を受けている。二つ目が加速

する技術同士のコンバージェンスだ。変化の波が重なり合い、目の前のすべてを飲み込んでいく。たとえば、ＡＩと

ロボットが融合することで、数億人の雇用が失われる。 

 そして最後の要因が次の「７つの推進力」の存在である。簡単に一つずつ見ていく。 

推進力１＝時間の節約：電気や水道、家電製品の普及により家事労働時間は米国において１９００年に週５８時

間だったものが今は１.５時間に短縮された。馬車で１週間かかった移動が、鉄道で１日に、飛行機で１時間に、さら

にハイパーループでもう一桁下がる。結果として、我々がイノベーションに費やすことができる時間がどんどん増え

る。 

推進力２＝潤沢な資金：技術の進化により生活が豊かになり、イノベーションに向けられる資金もうなぎのぼりだ。

デジタルテクノロジーはＩＣＯやクラウドファンディング、ソブリン・ウェルス・ファンドなど新しい資金調達方法も生み

出した。 

推進力３＝非収益化により、あらゆるもののコストが破壊的に下がる。１億円でできる研究の範囲が１００倍に広

がるとどうなるだろう。ポケットのスマホはかつてのスーパーコンピューター以上の能力を持ち、しかも１万分の１以

下のコストで手に入る。センサー然り、通信然り、かつては国立の研究所でしか使えなかったツールが今はだれで

も利用できる。 

推進力４＝「天才」発掘のしやすさ：天才の名に値するのは全人口の１％、つまり世界には７０００万人以上の天

才がいることになるが、人種や性別、階級、文化などにより多くが世に出ないまま一生を終えていた。しかし、今ほ

ぼ世界の全人口がネットでつながるハイパーコネクティッドの時代を迎え、多くの圧倒的天才が世に出てくることが

期待される。 

推進力５＝潤沢なコミュニケーション：コミュニケーションはイノベーションの最大の推進力の一つである。１９８０

年代に日本で発明された３Ｄ印刷の技術は、長い間印刷できるものと言えば樹脂だけで見た目も悪く、全く期待は

ずれ。ところが２００９年に３Ｄ印刷の特許が切れると、愛好家のコミュニティがインターネットで盛んに情報を交換し

だし、今では元素周期表のほとんどのものを制覇している。スペースⅩのロケットエンジンも３Ｄ印刷で、鋳物よりも

軽量かつ強靭である。火星移住も視野に入った。 

推進力６＝新たなビジネスモデル：伝統的にイノベーションと言えば画期的な技術の発見、あるいは製品・サー

ビスの創造を意味していた。しかし、今日最も強力なイノベーションの推進力は、「ビジネスモデル」だ。 

２０世紀は大体１０年に一度程度大きなビジネス改革が起きたが、１９９０年代のインターネットの登場で、ビジネ

スモデルは劇的な進化の時代を迎えた。 

具体的には、クラウドエコノミーやフリー＆データエコノミー、さらにはスマートネスエコノミーなど現時点で７つの

ビジネスモデルが見えている。過去数十年のビジネスモデルの変化とは比較にならない変化が、これから起きよう

としている。 

推進力７＝寿命の延長：アインシュタインやスティーブ・ジョブズのような天才があと３０年長く生きていたら、どん

な業績を残していただろう。多くの天才たちが、人生で最も脂がのっている時期にあの世に召されてしまうというの

は残念なことだ。 

しかし、いいニュースもある。それは寿命が１００年まで伸びるときがそこまで来ているということである。 
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（６） ＥｘＴｅｃｈの真の破壊力＝複数技術の融合：大きく変わる社会生活と既存基盤の破壊 

 これまで見て来たようにＥｘＴｅｃｈの進化はさらに加速するが、真の破壊力を発揮するのは複数のＥｘＴｅｃｈが融

合したときである。その一例をご紹介する。 

（３）では１０のＥｘＴｅｃｈを紹介したが、その中のいくつかに、さらに再エネとバッテリーという二つのＥｘＴｅｃｈが加

わることで、輸送分野に大きな破壊が生まれる。 

ＣＡＳＥとは、Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ（インターネットにつながる）、Ａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ（自動運転）、Ｓｈａｒｅｄ（シェア）、Ｅｌｅｃ

ｔｒｉｆｉｅｄ（電化）の頭文字である。ＳｈａｒｅｄはＵｂｅｒやＬｙｆｔなどのライドシェアサービスにより現実のものとなった。タ

クシーより安くて便利ではあるが、未だ自家用車に比べると割高である。そこに電気自動車（ＥＶ）と自動運転が融

合することで、破壊が起きる。ライドシェアのコストの半分は運転手の人件費で、自動運転ではそれが無くなる。さ

らに現時点ではＥＶの車体価格はガソリン車などの内燃機関（ＩＣＥ）よりも高いが、燃費やメンテナンスさらには保

険なども加えたトータルのコストでは、ＩＣＥよりもすでに安い。これが２０３０年にはＥＶは車体価格においてもＩＣＥの

半分になると予想される。 

これにより実現するビジネスモデルがＥＶロボットタクシー（ＴａａＳ: Transportation as a Service）である。すでに

Ｇｏｏｇｌｅはアリゾナで４年前からＴａａＳの商用運転を開始している。百度（Baidu）も上海・北京・成都など５都市で

サービスを始めており、２０２５年までに６５都市で、２０３０年には１００都市で展開すると発表している。現時点でＩＣ

Ｅの自家用車のコストは１マイル＄０.８０程度であるが、ＴａａＳは＄０.３５。ＩＣＥの自家用車を廃車にしてＴａａＳに乗

り換える方が合理的であるということである。 

イーロン・マスク氏はＴａａＳを＄０.１８で提供すると公言しており、これはＪＲの近郊料金よりかなり割安である。 

ＴａａＳは、ドアｔｏドアのライドサービスを電車よりも安価に提供してくれる。もちろん乗車中は好きなことをやって

いて構わない。自家用車が無くなるときが目前まで来ているわけである。 

これによる社会への影響は甚大だ。車を所有しなくなるので、全米では年間＄１兆の家計支出が減り可処分所

得が増える。運転に費やしていた時間を別の作業に向けることで、さらに＄１兆の付加価値を生む。これは合計で

年間ＧＤＰの１０％にも相当する。８０％の省エネ、９０％のＣＯ２削減が実現し、駐車場に充てられていた土地は都

市部の１８％に相当するが、これがフリーになる。大気汚染も解消し年間６００万人の命が救われる。自動運転はい

ずれ無事故を実現し、交通事故死者１２０万人と、２千万～４千万ともいわれる負傷者もいなくなる。 

しかし、いいことばかりではない。交通事故関連のビジネスがＧＤＰ全体に占める割合は３％もあり、これがほぼ

消滅する。ドライバーもほぼ全員、労働人口の１％の相当する人々が失業する。さらに、自動車の販売台数も７０％

減る。これはＧＤＰの２％に当たる。売れる車もすべてＥＶになるので、ＩＣＥに傾注してきた日本は大打撃を受ける。 

 そのほかにも複数のＥｘＴｅｃｈの融合により、多くの社会生活が様変わりする。例えば、ショッピング、広告、エン

ターテインメント、教育、医療、寿命の延長、保険、金融、不動産、そして食糧など、ほとんどすべての生活の側面

で既存の基盤が破壊される。 

 

２．21世紀に飛躍する企業 

（１） ＥｘＯ：Ｅｘｐｏｎｅｎｔｉａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ（飛躍型企業） 

スーパーエンゼル投資家として有名な David Roseのことばに「２０世紀に成功するように設計された企業は、２１

世紀には破滅する運命にある」[6]というのがある。２０世紀に成功した大企業の特徴は直線的思考で、トップダウ

ンでピラミッド型の組織、金銭的な結果に基づく判断、直進的で順次的なアプローチ、オープンイノベーションは苦

手、過去の経験に基づく戦略策定、大量の従業員などが共通の特徴である。 
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 Ｓ&Ｐ５００企業の平均寿命は１９２０年に６７年だったものが、今は１５年に短縮している。それに対して、ＥｘＴｅｃｈ

に基づく新しい組織運営の方法を駆使し、競合他社に比べて少なくとも１０倍以上の価値や影響を生み出せる企業

が出現している。Ａｉｒｂ&ｂ、Ｇｉｔｈｕｂ、Ｑｕｉｒｋｙ、Ｇｏｏｇｌｅ Ｖｅｎｔｕｒｅｓ、Ｔｅｓｌａなどがそれにあたる。Salim Ismail[7]

はこれをＥｘｐｏｎｅｎｔｉａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ（ＥｘＯ）と名付けて、その特徴を分析しているのでご紹介する。 

 

（２） ＥｘＯと２０世紀型企業の違い：ＭＴＰとＳＣＡＬＥ 

 ＭＴＰとはＭａｓｓｉｖｅ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｖｅ Ｐｕｒｐｏｓｅの略で、野心的改革目標という組織のいわば大志といえるも

のである。ＭＴＰの例としては、Ｇｏｏｇｌｅ：世界中の情報を整理する、TED：価値あるアイディアを広める、ＸＰｒｉｚｅ財

団：人類に有益なＥｘＴｅｃｈを実現する、シンギュラリティ大学：１０億人の人々に良い影響を与える、など、ミッショ

ンステートメントとは異なる次元の大きな夢である。 

 ２１世紀に飛躍するＥｘＯは、すべてこのＭＴＰを持っている。地球規模の変革もあれば、業界の一新を狙ったもの

まで、重要なことは根本的な変化を目指す点だ。 

 さらに、２０世紀型企業とＥｘＯを明確に区別する外的環境：ＳＣＡＬＥについて解説する。ＳＣＡＬＥとは、Ｓｔａｆｆ-ｏ

ｎ-ｄｅｍａｎｄ、Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ＆Ｃｒｏｗｄ、Ａｌｇｏｒｉｔｈｍｓ、Ｌｅｖｅｒａｇｅｄ-ａｓｓｅｔｓ、Ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔの頭文字をとった

造語で、一つずつ簡単に説明する。 

Ｓｔａｆｆ-ｏｎ-ｄｅｍａｎｄ： 身につけたスキルの「半減期」が３０年というのは今は昔、現在では５年以下と言われて

いる。如何に自社の社員が優秀でも、彼らのスキルはあっという間に陳腐化する。社外にいる人材のオンデマンド

型の調達は、ＥｘＯが柔軟性と機能性を保つためには不可欠である。 

Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ＆Ｃｒｏｗｄ： 潤沢なコミュニケーションが３Ｄ印刷の技術革新を飛躍的に進めたことは前述したが、

コミュニティは人材のオンデマンド調達以上に強力なパワーを提供してくれる。一例をあげると、Chris Andersonが

始めたＤＩＹＤｒｏｎｅｓというコミュニティには５万人以上のメンバーが参加していて、米軍の無人爆撃機「Ｐｒｅｄａｔｏｒ」

によく似たドローンを設計して９８％の機能をカバーしている。違いは本物が一機＄４００万かかるのに対し、ＤＩＹＤｒ

ｏｎｅｓはたったの＄３００である。クラウドは、コミュニティのさらに外側にいる、より希薄な関係の集団ではあるが、

その大きさはコミュニティの比ではない。クラウドファンディングを見ればわかるように、大衆の力は強い。ただし、

オンデマンドの人材調達が管理型であるのに対し、クラウドは完全にプル型で、如何にクラウドを形成するかが難

問となるが、ＥｘＯは後述するＥｎｇａｇｅｍｅｎｔの手法を巧みに使っている。 

Ａｌｇｏｒｉｔｈｍｓ： ＡＩが実用に足るレベルにまで進化して、アルゴリズムはＥｘＯの重要な差別化要素になっている。

２０世紀型の企業はトップの勘と経験に基づいて意思決定するが、ＥｘＯはアルゴリズムを駆使して、定量的で客観

的な意思決定をするだけにとどまらず、人が陥りやすいアンカリングや可用性バイアスなど複数の罠を巧みに避け

る。 

Ｌｅｖｅｒａｇｅｄ Ａｓｓｅｔｓ： オンデマンド人材調達の資産バージョン。２００６年のＡＷＳによるＩＴ資源のオンデマン

ド化は、ＥｘＯの大きな転換点となった。シリコンバレーの「テクノショップ」もこの流れの一つである。Ｕｂｅｒは世界最

大のライドサービス事業者であるが、一台も車を所有していない。何かを手放すことは、未来を手にすることともい

える。 

Ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔ： オンデマンド人材調達、コミュニティ、さらにはクラウドを引き付けるには人々の協調的な行動

を引き出す、深いつながりを持った関係性の構築＝エンゲージメントが重要になる。ＥｘＯが外部の人々を活用で

きるかどうかはエンゲージメントを築けるかどうかにかかっていると言っても過言ではない。 

くじ、クイズ、クーポン、マイレージプログラムなど、消費者の積極的な参加を促す手法は古くから採用されている

が、ここ数年、これらの手法でも情報化が進み、デジタルの評価システム、ゲーム、インセンティブなどからなる正
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のフィードバックループを生み出している。 

特に、ミレニアル世代にとってゲームは日常生活そのものであり、ゲーミフィケーションを駆使したエンゲージメント

はこれからの必需品だ。懸賞付きコンテストも有用な手段である。Ｇｏｏｇｌｅ傘下のデータ解析コンテストプラットフォ

ーム“Ｋａｇｇｌｅ”では常時二桁のコンテストが開催されていて、多くのチームが名誉をかけて競っている。 

 

（３） 学会のあるべき姿 

 ＥｘＯの外的環境からも明らかなように、これからは組織の外部の人々といかに深い関係性を築けるかが重要に

なる。その意味で一般社団法人であるＳＩＣや筆者が会長を務める公益社団法人日本ＯＲ学会はコミュニティを提

供する場として、今後社会の重要な役割を担っていく必要がある。 

さらには、専門人材を育成してオンデマンド型の人材供給が可能になることも望まれる。従来この機能は大学が

担ってきたものであるが、スキルの陳腐化が激しい現代において大学教育のコンテンツが現実に追いついていけ

ないリスクが大きい。学会は、個々の大学の枠を超えて、広く社会の要請にこたえるようなコミュニティを目指すべ

きである。 

現在２０世紀型企業の間では、社員のリスキリングが重要であると言われているが、新しいスキルを身につけて

も５年で陳腐化しては意味がない。リスキリングは、パイソンのようなプログラミング言語を習得したり、データ解析

のための統計学を学んだりすることではなく、学会のようなコミュニティにアプローチして外部の優秀な人材との関

係性を築く人間力の構築に向けた方が遥かに成果が期待できる 

サンマイクロシステムズの創設者のひとりである Bill Joy は「世界で最も優秀な人々はあなたのためには働いて

いない」[8]と言っている。けだし名言であるが、ここにはヒントがある。要は社外には優秀な人材が山ほどいるとい

うことで、これをコミュニティとして組織できればその存在価値は絶大と言える。 

ＥｘＴｅｃｈの時代はまさにコミュニティの時代であり、学会が目指すべき方向と言えよう。 

 

参考文献 

[1]Ray Kurzweil:The Singularity Is Near: When Humans Transcend Biology, Viking (2005) 

[2]https://fr.wikipedia.org/wiki/Fichier:Moore's_Law_over_120_Years.png 

[3]Ray Kurzweil: https://www.kurzweilai.net/the-law-of-accelerating-returns (2001) 

[4]Peter Diamandis &Steven Kotler：The Future is faster than you think, Simon＆Schuster (2020) 

[5]https://www.blogoteca.eu/steven-sasson-inventatorul-aparatului-foto-digital-1975/(2017) 

[6]David S.Rose:angel investing,Wiley (2014) 

[7]Salim Ismail, Michale S, Malone & Yuri van Geest: Exponential Organizations, Diversion Books; Illustrated 

edition (2014) 

[8]https://en.wikipedia.org/wiki/Joy%27s_law_(management) 

 

著者プロフィール 

山上 伸 （やまがみ しん）氏 

１９７９年東京大学工学部計数工学科卒業、東京ガス株式会社入社、１９９０年 Cornell大学 Ph.D.（OR&IE）、 

２０１４年４月東京ガス株式会社・常務執行役員、エネルギー生産本部長、２０１６年４月同社・常務執行役員、ＩＴ本

部長、基盤技術部・環境部担当、２０１７年４月同社・常務執行役員、ＩＴ本部長、技術本部長、２０２２年４月より現職 

（２０２２年１１月３日原稿受領） 

https://www.kurzweilai.net/the-law-of-accelerating-returns
https://www.blogoteca.eu/steven-sasson-inventatorul-aparatului-foto-digital-1975/(2017)
https://en.wikipedia.org/wiki/Joy%27s_law_(management)
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１．ＳＩＣ学術協議会特別講義第４回「物理シミュレーションの現在」 開催案内 

   開催日時：２０２２年１２月２０日（火） １３：００－１５：００ （Microsoft Teams オンライン開催） 

    参加料金：ＳＩＣ正会員企業の方は原則２名様まで無料、非会員は 5,000円/人 

    参加申込：申込は下記からお願いします。（締切 １２月１６日（金）） 

SIC イベント参加登録ページ 

（ https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html ）  

          の「第４回ＳＩＣ学術協議会特別講義」の項からお願いします。 

 

   講義タイトル：「物理シミュレーションの現在 〜分子シミュレーションと AI〜」  

    講師： 慶應義塾大学 理工学部 機械工学科 教授・博士（工学）  

泰岡 顕治 氏 

 

 

   講義内容 

 物理法則に従ったシミュレーションの現状についてご紹介します。特に講師の専門である分子レベルの

シミュレーションを用いて、様々な例をご紹介します。 

気体から液体への相変化現象、閉じ込められた空間における相転移現象、高分子などソフトマターの

ダイナミクス、生体分子のダイナミクスなど、水、材料、生体膜・タンパク質のシミュレーション例について

説明します。また、分子シミュレーションで得られるデータを用いた AIによる計算の高速化や自動解析に

ついても紹介します。 

                                                 以上 

 

 

 

Ⅰ センター情報 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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２．ＳＩＣ経営者研修講座２０２３ 開催案内 

  テーマ 「企業を超えた全体最適化の道を探る」 
ーシステム化・デジタル化の新しい活動局面を切り開くー 

（パネルディスカッションの場で経営者同士が語る） 

 
        開催日時： ２０２３年２月１日（水） １３：３０－１６：４０ 

           場所： ザ・プリンスパークタワー東京（地下２階会議室）、オンライン開催を併設 

                https://www.princehotels.co.jp/parktower/access/ 

講座の目的 

システムイノベーションセンター（ＳＩＣ） は、日本におけるシステムイノベーションを実現するために、２０１９年

に産業界主導の組織として設立されました。変革期を迎えた産業技術を経営および社会の変革に有効にむすびつ

けるには、日本がかつて世界を支配した時の「ものつくり成功体験」を捨て去り、新しいビジネスの形とそれを推進

する企業文化と産業構造を作り上げなければなりません。そのための鍵となるのは異なる業種業態間の連携であ

り、その要めとなるのが、高い性能と強い進化能を持つ卓越したシステムです。それには企業の意思決定を担う経

営層が企業内あるいは業界内で強いイニシアティブを発揮し、新しい目標を指し示すことがもとめられています。ＳＩ

Ｃは、そのような熱意と危機感をもつ企業が集まって作り上げた企業のチームです。この講習会ではＳＩＣの活動の

リーダシップを取っている理事らが、自らの「新しい山」のイメージを自分の経験と重ねて語ります。新しい山への道

案内を通して日本の経営者層が新しい山への理解を深め自社のビジネスの変革の音頭を取り、それを通して日本

の産業界の変革が進むことを願っています。 

 

対象とする聴講者： 取締役、執行役員、事業部長クラスの方で企業内部において意思決定を担 

っておられる方。特にデジタリゼーションやシステム化の担当者、あるいはそ 

れについての課題意識を持ちながら着手する糸口を見出し得ないで悩んでい 

る方々を歓迎します。業種、企業規模は問いません。   

         開催形式： 聴講者とＳＩＣ理事を中心とした経営者とがフロアで語り合う場を設けるという内 

容で、講師のパネルディスカッションによる小規模な講座を企画いたしました。 

対面を重視する形式とし、ディスカッションを行う場所に聴講者の半数ほどが実 

出席し、他の聴講者はオンラインで参加する「ハイブリッド方式」で行います。  

定員： 会場（ザ・プリンスパークタワー東京・地下２階会議室）に実出席２０名と 

                オンライン出席２０名の参加を募ります。 

       参加料金： １０,０００円 

       申込方法： 申込は下記からお願いします。SIC イベント参加登録ページ 

（ https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html ）  

              の「ＳＩＣ経営者研修講座２０２３」の項よりお願いします。 

 

本講座のパンフレットをＳＩＣ事務局に準備しております。必要な方はお申し出ください。 

広く会員外の方にもご案内いただければ幸いです。 

 

https://www.princehotels.co.jp/parktower/access/
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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プログラム  （２月１日（水）１３：００－１６：４０）                              

１３：３０－１３：３５ オープニング：主催者挨拶、趣旨説明  ＳＩＣ代表理事・センター長 浦川伸一 

１３：３５－１５：３０ 「企業を超えた全体最適化の道を探る」 

             高度成長期における分野連携の成功事例紹介      ＳＩＣ理事・副センター長 木村英紀 
              ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
             パネルディスカッション （各１５分＋質疑１０分）   コーディネータ：ＳＩＣ実行委員 藤野直明 
              ----------------------------------------――――――――――――――――――――――――― 

              浦川 伸一 ＳＩＣ代表理事・センター長 損害保険ジャパン株式会社取締役専務執行役員 

               題目「最新テクノロジー活用におけるアーキテクチャの重要性」 

               内容：ＤＸがブームとなり数年経過したが、変革を確実に進め、収益貢献している事例がどれだけ増
えたで あろうか。企業単独ではなく協創ＤＸが叫ばれるが、テクノロジー、特にアーキテクチャの整
備が今後の日 本経済復興の大きなポイントと考える。経営者としてどの様に取り組むべきか、皆さ
んと議論したい。  

 
齊藤 裕 ＳＩＣ理事 独立行政法人情報処理推進機構（IPA） ＤＡＤＣセンター長 

               題目「企業連携によるデジタルエコシステムが実現する Society5.0の世界」 

               内容：欧州は Catena-Xなどでサプライチェーン全体に亘るデータ連携を可能にするデータエコシス
テムの構築を進めているが、日本でも企業・業種を超えてデータ連携・システム連携をしながら、共
創し発展していく Society5.0 実現のキーとなるデジタルエコシステムの構築を目指すＤＡＤＣの活
動を紹介したい。 

 
古田 英範 ＳＩＣ理事 富士通株式会社代表取締役副社長 COO 

               題目「企業の生き残りと日本を強くするためのシステム連携の仕組み」 

               内容：既存のシステムをどうＤＸのためにトランスフォーメーションするか。一方、サーキュラーエコノ
ミーやサステナブルが唱えられるなかでは、それは１企業だけでは実現することはできない。そのた
めの企業同士の連携を業務改革とシステム実装との両面でどうやって取り組んで行くかを提示した
い。 

 
舩生 幸宏 横河電機株式会社常務執行役員（CIO） 

               題目「グローバル全体最適を目指したシステムアプローチについて」 

               内容：ＤＸのベースの考え方はデータの活用にある。データを活用するためにはデータ統合が必要

で、そのためには、システムの統合が必要になる。System of Systemsの時代、データの統合範囲

が組織内→企業内→企業間と拡がりを見せており、デジタルで如何に繋がるかが問われている。グ

ローバル全体最適を指向したシステム・データ統合について、弊社の経験を踏まえ、そのアプロー

チを提示したい。 

              ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１５：３０－１６：３０   全体ディスカッション                         

                  ------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

１６：３０－１６：４０ クロージング                           ＳＩＣ理事・実行委員長 松本隆明 

                                                               

 

以上 
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３．ＳＩＣ２０２２年度連続講義 「現代システム科学講座」第８回目 開催報告 

開催日時： ２０２２年１１月１２日（土） １３：００－１７：３０ 
開催場所： 講義会場（住友不動産新宿グランドタワー（西新宿）5F会議室）と 

オンライン参加のハイブリッド形式 

受講者数： ６８名（内会場受講６名） 

  講義８ テーマ： 「制御：産業界は制御から始まった」 

【受講者ルポ】 

 講義８－１ 「制御とシステム構築」：講師 木村英紀氏（ＳＩＣ副センター長、東京大学・大阪大学名誉教授） 

    本講義のテーマである制御はこれまで各論で扱ったモデリングや

最適化、予測と推定を駆使し、産業分野や社会での実装も念頭に応

用的な事例やシステムの構築、評価をする分野である。講義の前半

では木村先生から制御工学の代表的事例やこれまでの講義を活用

した制御手法をご紹介いただいた。 

制御を数学的に扱う表現形式には伝達関数による入出力表現と

状態関数による入出力の関係式と入力の微分方程式を連立する表

現がある。 

状態空間の表現では以下の二点が成立するかが重要な点になる。 

⚫ 可制御性：任意の初期状態から任意の終状態に遷移できる入力が存在する。 

⚫ 可観測性：任意の時点の出力から初期状態を決定できる。 

可制御性と可観測性の間には双対性があり、ある可制御な状態空間のモデルの双対モデルは可観測であり、

これは可制御と可観測を入れ替えても同様である。 

応用的な制御手法として評価関数を最小とするフィードバック利得を計算する最適レギュレータと最適レギュ

レータを逐次的に予測するモデル予測制御がある。前者は双対システムのカルマンフィルタを与える。また後

者は機械計算の速度向上により応用可能範囲がひろがった。 

応用例としては以下の三つが紹介された。 

⚫ 倒立振子 

⚫ アルミ圧延機 

⚫ アクティブサスペンション 

これらの詳細については第１回目にて紹介されているため割愛する。 

 

 講義８－２ 「制御工学の展開」：講師 滑川 徹氏（慶応義塾大学理工学部システムデザイン学科教授） 

 滑川先生からは、最新のテーマやモビリティに関連する制御工学の

応用事例をご紹介いただいた。近年の制御工学においては複雑シス

テム、複数要素が対象となり、分散、協調制御やネットワーク制御、

最適化、ゲーム理論といった要素を取り入れている。具体的には以

下の応用例をご紹介いただいた。 

⚫ ＵＡＶ（小型無人航空機）のフォーメーション制御 
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⚫ ハイブリッド車や電気自動車に関連した検討 

複数のＵＡＶを制御するシステムの大きな方針は以下の二つがある。 

⚫ 集中制御手法（従来手法）：中央システムで全体を制御する。 

⚫ 分散制御手法：各ＵＡＶ間で取得した情報を基にしつつ各々を制御する。 

前者ではＵＡＶ単体の機能は単純でよいが、制御対象のＵＡＶを増やすには中央システム側からの制約を受け

る。一方で後者は各ＵＡＶが自立する必要があるが、制御対象のＵＡＶの数の影響は少ない。 

講義では分散制御手法について取り扱った。この手法では相互にリンクしたＵＡＶ間で特定のパラメータの

差分から定義した合意値が特定の値に収束するよう制御する。次の３つの条件を前提としてフォーメーション

制御を検討した。①ＵＡＶは直接、間接的にリーダーの情報を取得可能。②ＵＡＶ間のリンクは相互的である。

③リーダーは他のＵＡＶに連動しない。 

ネットワーク科学の手法を用いて解析しＵＡＶが一定のフォーメーションを形成することが示された。 

また衝突回避アルゴリズムの検討ではＵＡＶ単体のモデルとして Quadrotor非線形モデルを考慮する必要が

ある。Quadrotor非線形モデルはＵＡＶの運動を位置や姿勢、速度等でモデル化している。 

衝突回避アルゴリズムとして次の２つの方法が紹介され、いずれの方法でもフォーメーション制御と衝突回避

を両立できた。①ルールベースの手法：衝突回避のためＵＡＶ同士の安全領域の干渉から人工ポテンシャル

場を与え回避行動をとらせる。②最適化ベースの手法：モデル予測制御を使いＮステップ先の予測軌道に対

して評価関数から衝突回避をする。 

また、ハイブリッド車や電気自動車に関して、ハイブリッド車の燃料効率、ＮＯx排出量最適化や電気自動車

の充電スケジューリングやパーキングシステムについて予測モデル制御やゲーム理論を活用した事例をご紹

介いただいた。 

                                                 （ルポ：白川正之（構造計画研究所）） 

【講師プロフィール】 

木村英紀（きむら ひでのり）氏 

１９７０年東京大学大学院博士課程修了、大阪大学基礎工学部助手、講師を経て１９８６年大阪大学工学部教授、

１９９５年東京大学工学部教授、２００１年理研トヨタ連携センター長、２０１１年科学技術振興機構研究開発戦略

センターシステム科学ユニットリーダ、２０１５年早稲田大学特別招聘教授、２０１９年（一社）システムイノベーショ

ンセンター（SIC）理事・副センター長、この間計測自動制御学会会長、横幹連合会長、日本学術会議会員、アジ

ア制御協会会長などを歴任。国際自動制御連合（IFAC）より Giorgio Quazza メダル、２０２１年には IEEE Control 

Systems Awardをそれぞれアジアで初めて受賞されるなど、国内外にて多数の賞を受賞 

 

滑川 徹（なめりかわ とおる）氏 

  １９９４年金沢大学大学院自然科学研究科システム科学専攻博士課程中退、同年同大学工学部電気・情報工

学科助手、同講師を経て、２００２年長岡技術科学大学機械系助教授、２００６年金沢大学大学院自然科学研究

科電子情報科学専攻助教授、２００９年慶応義塾大学理工学部システムデザイン研究科准教授を経て、２０１４

年同教授となり現在に至る、博士（工学） 

 

ＳＩＣ事務局よりお知らせ 

次回の延期された第５回目「学習：ＡＩの過去・現在・未来」（１２月１０日（土）午後開催）の個別受講を申込される方 

は、右記ＵＲＬより申し込みください。       https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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１．会合予定 
 
① 第１２回ＳＩＣ戦略フォーラム（１２月１２日（月）１４：３０－１５：３０）開催案内 

参加資格者： ＳＩＣ会員限定（オンライン開催） 

参加申込： 参加申込は、SIC イベント参加登録ページ 

 https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html 

                  内の「第１２回ＳＩＣ戦略フォーラム(２０２２年１２月１２日(月))」よりお願いします 

 

講演題目 「データセキュリティとデジタルアイデンティティ」 
    講師      鈴木 茂哉氏   慶応義塾大学 政策・メディア研究科特任教授 

 

概要  

     昨今、サイバー空間におけるトラストに対する取り組みが活発化している。インターネットに

おける様々な情報の信頼性が揺らいでいることや、様々な人々の活動を集約するタイプのビ

ジネスが大きな議論を巻き起こしていることにも起因する。これまで用いられてきたシステム

が、 アイデンティティ管理も含め、プラットフォーム事業者などの各サービスに依存し、サイ

ロ化され、 外部からの検証可能性が低いという点に課題を感じるステークホルダーが増え

てきている。この課題へ対応するために、集中型から非集中型へのシフトが試行されている

が、このためには、扱われるデータの検証可能性の確保が必須である。これらの状況を踏ま

えて、２０２０年１０月に「Ｔｒｕｓｔｅｄ Ｗｅｂ推進協議会」が発足し継続的に活動が行われている。

また、実現するための技術として、ここ数年、いわゆる非集中型(ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉｚｅｄ)システム

が注目を浴びている。様々な技術の中で、特に、自己主権型と呼ばれるアイデンティティ 

(Ｓｅｌｆ Ｓｏｖｅｒｅｉｇｎ Ｉｄｅｎｔｉｔｙ)の実現を主眼としてＷ３Ｃで標準化されたＤｅｃｅｎｔｒａｌｉｚｅｄ Ｉｄ

ｅｎｔｉｆｉｅｒｓ (ＤＩＤ – 非集中型識別子) と、ＤＩＤとの組み合わせでプライバシーを確保できる

デジタル証明書規格であるＶｅｒｉｆｉａｂｌｅ Ｃｒｅｄｅｎｔｉａｌｓ (ＶＣ) は極めて重要である。 

    本講演ではＴｒｕｓｔｅｄ Ｗｅｂに深く関わるとともにＷ３ＣでのＤＩＤやＶＣの標準化に携わる講 

演者により、慶応義塾大学 SFC研究所トラステッド・インターネット・アーキテクチャラボ、 お

よび、 慶応義塾大学ＳＦＣ研究所ブロックチェーンラボを取り巻く活動について、認証・安全

という視点から紹介する。 

                                                   以上 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 活動報告 

https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
https://sysic-org.sakura.ne.jp/SICregistration.html
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２．会合報告 
 
① ２０２２．１１．２ １６：００－１７：００ 第１０回ＳＩＣ戦略フォーラム開催報告 
 
 参加人数： ２５名（講師、事務局含む）/申込者数３９名（会員限定） （MS Teamsによるオンライン開催） 

                                      司会 木村英紀 理事・ＳＩＣ副センター長 

講演題目 「システム・オブ・システムズの時代のイノベーションモデルと 
ビジネスモデル ～ＤＸの本質と『社会生態系のマネジメントへのパラダイムシフト』～」 

講師 藤野 直明氏 株式会社野村総合研究所 シニアチーフストラテジスト&主席研究員 

                 早稲田大学理工学術院大学院客員教授／日本経営工学会副会長 

日本オペレーションズマネジメント＆戦略学会理事/日本オペレーションズリサーチ学会フェロー 

概要  

            ① ＤＸとは：システム・オブ・システムズの時代へのパラダイムシフトと考える。システムズ・オブ・

システムズとは、要素技術がシステムとして統合され、さらにシステムが他のシステムと結びつ

き、巨大な社会システムが創造されていくという考え方である。これを前提に、ＭＩＴの数１００社

に対する調査・研究を基に提唱されたデジタルビジネスモデル（DBM）のフレームワークを紹介さ

れ、デジタルエコノミーにおいて成功となるためのフレームワークを解説された。 

             ② イノベーションモデルの変革：産業システムアーキテクチャ設計≒政策的なオープンイノベーシ

ョンの推進が必要になる。オープンイノベーションには、前競争活動としてモジュール設計活動

が重要である。必要なモジュールがない時に、それを作ろうとするベンチャービジネスが生まれる。 

③ ビジネスモデルの変革：製造業のサービタイゼイションを意味する。製造業のサービタイゼーション 

というコンセプトは、ペンシルバニア大学ウォートン校のモリス・コーエン教授が、２０１３年に世界 

ＰＯＭＳ大会（オペレーションズ・マネジメント＆戦略）でコマツの例で紹介。 

④ パラダイムシフトとシステムの経済：製造業のＶａｌｕｅ Ｃｈａｉｎ全体のデジタル化を推進、 同時

にＡＰＩとＡＡＳの国際標準化によりイノベーション（創造的破壊と新結合）を加速、世界中の企業

が創造した先端技術を世界市場で早期にサービスとして展開することにより、世界経済の成長

とＳＤＧｓの実現を加速することになる。 

参考：藤野，特集 アナリストが知るべきＤＸ「海外でのＤＸの進展―ＤＸ・第４次産業革命の本質と日本の閉

塞・陥穽、未来萌芽」（証券アナリストジャーナル,公益社団法人日本証券アナリスト協会、２０２２年２月

号、第６０巻 第２号） 

                                           （ルポ：中野一夫（SIＣ実行委員）） 

     講師プロフィール 

      藤野 直明（ふじの なおあき）氏 

       １９８６年早稲田大学 理工学部 物理学科卒 （理論物理専攻）、１９９８

年東京大学大学院 工学系研究科 先端学際工学専攻 博士課程単位

取得、１９８６年株式会社野村総合研究所入社 ビジネスイノベーション

事業部長を経て、現在同社 シニアチーフストラテジスト&主席研究

員、未来創発センター 兼 産業ＩＴイノベーション事業本部 兼 システ

ムコンサルティング事業本部 

                                                        講演中のスクリーンショット 
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② ２０２２．１１．２８ １６：００－１７：００ 第８回ＳＩＣ戦略フォーラム開催報告 

 参加人数：３５名（講師、事務局含む）/申込者数６２名（会員限定） (MS Teamsによるオンライン開催) 

                                      司会 木村英紀 ＳＩＣ理事・副センター長 

講演題目 「最新テクノロジー活用におけるアーキテクチャの重要性」 
講師 浦川伸一氏 損害保険ジャパン株式会社 取締役専務執行役員 

               ＳＯＭＰＯシステムズ株式会社 取締役会長  （ＳＩＣ代表理事・センター長） 

概要  

時代背景： 企業経営を取り巻く環境変化は、昨今の状況は複数の分野の異なる背景が絡み合

い、読み取る難易度が高度化している。日本ではＤＸが遅々として進まず、「失われた xx 年」が永

遠に続きかねない。これからは、テクノロジーを軸に多層的な視野が成否を握る！  

ＤＸ時代に必要な技術とは： 既存産業の持つ代表的危機感であるトランザクション量が激増 

および基幹システムでの製品・サービス対応の限界。これら課題を解決するためにはこれまでの垂 

直統合から水平統合へビジネスモデル変革を余儀なくされる。協創ＤＸを目指す理由はここにある。 

インターネット技術の進化とＴｒｕｓｔ（信頼性）： すべての局面でＴｒｕｓｔが求められるが、特に人工

知能の処理結果に対するＴｒｕｓｔ(XAI)は、なぜそのような結果になったのかを明示的に説明できな

ければならない。デジタル市場の目指すべき姿は、“一握りの巨大企業依存”でも“監視社会”でも

ない第三の道へ進むことが期待される。 

データ流通とアーキテクチャ： ＡＩ×データ利活用の本格化は、あらゆる面で社会をリデザインす

るトリガーとなる。企業はＡＩ-Read 化を強く認識し、真摯に取り組むべきであり、アーキテクチャとＡＩ

の重要性は、ＤＸには必然となる。しかし、「内閣官房による、Society5.0 リファレンスアーキテクチ

ャ」は、とにかく難解で、もう少しシンプルな標準化を目指すべきである。 

人工知能技術（ＡＩ）の進化と活用： ＡＩ技術をシステム開発にどう紐解くかが今後の課題。ただし、

機械学習工学をシステム開発に生かすためには、開発方法論、プロジェクトマネジメントへのインパ

クト、実プロジェクトにおける具体的なタスク定義やチーミングなど、より実務経験があるメンバーの

広範な参画が必要だと聞いている。そしてモダンＰＭ（プロジェクトマネジメント）のアップデートが必

要となる。 

まとめ： ・時代を紐解く背景は複雑化、ＡＩとWeb3習熟がキー、・コア技術であるインターネットは

「Trust」がキー、・人工知能技術を知らない開発現場は仕事がなくなる、・データ利活用はアライア

ンスから始めるべき、・機械学習工学は未成熟だがモダンＰＭへの影響は甚大 

                                              （ルポ：中野一夫（ＳＩＣ実行委員）） 

 

  講師プロフィール 

    浦川 伸一（うらかわ しんいち）氏 

     １９８４年日本ＩＢＭ入社,金融機関担当部門でＳＥ、ＰＭ等を歴任, ２０１３

年損保ジャパン/日本興亜損保 執行役員, ２０１４年ＳＯＭＰＯシステム

ズ 代表取締役社長, ２０１６年ＳＯＭＰＯホールディングス 常務執行役

員 グループＣＩＯ, ２０２０年損保ジャパン 取締役専務執行役員（現職）, 

２０２１年ＳＯＭＰＯシステムズ 取締役会長（現職）。  

立教大学大学院 人工知能科学研究科 客員教授（現職）  

 

講演中のスクリーンショット 
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③ ２０２２．１１．１６ １５：００－１６：５０ ２０２２年度第１１回実行委員会開催報告 

       開催形式：   Microsoft Teamsによるオンライン開催 

       参加人数：   実行委員会議メンバー１９名（副センター長、事務局含む）、監事２名、計２１名 

    

 

議題                                     司会 松本隆明実行委員長 

１．報告事項 

1.1 戦略フォーラム開催結果と今後の予定                  久保忠伴事務局次長 

1.2 「現代システム科学講座」第８回目（１１月１２日開催）開催報告      同上  

と今後の予定 

８月開催予定だった第５回を１２月１０日（土）午後、 

第９回を１月１４日（土）午後に開催予定 

２．協議 2事項 

  2.1 分科会活動                                   松本隆明実行委員長 

① 分科会活動報告の協議                             

・デジタルエコノミー分科会 ： 前回指摘事項（提言項目の追加）の確認 

報告書は最終的には理事会で最終承認を得ることになる。 

            ② 新設分科会 

              ・ＳoＳ(System of Systems)分科会の準備状況の報告 

              分科会新設に関しては、理事会で承認を得ることになる。 

   2.2 ２０２２年度第２回理事会準備状況の報告                 松本隆明実行委員長 

２０２２年度活動報告（案）の説明 

   2.3 ２０２２年度予算執行状況の報告                      久保忠伴事務局次長 

   2.4 経営者研修講座(２０２３年２月１日（水）午後)のパネラーについて  木村英紀副センター長 

      総合司会：松本隆明実行委員長 

      パネラー： 浦川伸一氏（損保ジャパン）、齊藤裕氏（DADC）、 

古田英範氏（富士通）、舩生幸宏氏（横河電機） 

      モデレーター：藤野直明氏（野村総研） 

       （集客用のパンフレットを１２月初旬には完成させる） 

   2.5 国際シンポジウムおよび次年度予算項目                  同上 

      ・ロジスティックス・サプライチエーンテーマで国際シンポジウムを開催したいが 

       コロナ感染拡大が続いており、しばらくは困難 

      ・次年度予算項目に調査委託費を加える 

次回、次々回の実行委員会開催予定日時 

２０２２年度第１２回実行委員会 １２月１４日（水） １５：００－１７：００ 

２０２３年度第１回実行委員会   １月１８日（水） １５：００－１７：００ 

                                                  以上 
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ＳＣＳＫ株式会社 ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社  

ＮＴＴコムウエア株式会社 ＫＤＤＩ株式会社  

株式会社ＮＴＴドコモ 株式会社クエスト  

株式会社構造計画研究所 株式会社ＪＳＯＬ  

株式会社テクノバ 株式会社東芝  

株式会社ニューチャーネットワークス 株式会社野村総合研究所  

株式会社日立国際電気 株式会社日立産業制御ソリューションズ  

株式会社日立システムズ 株式会社日立製作所 研究開発グループ 

社会システムイノベーションセンタ 

 

株式会社日立物流 株式会社三井住友銀行  

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 損害保険ジャパン株式会社  

デンソー株式会社 東京ガス株式会社  

Ｔｏｙｏｔａ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｉｎｃ. 日鉄ソリューションズ株式会社  

日本郵船株式会社 ファナック株式会社  

富士通株式会社 マツダ株式会社  

三菱重工業株式会社ＩＣＴソリューション本部 

横河電機株式会社 

 

三菱電機株式会社 

 

 

 

 ２０２２年１２月１日現在３１社（五十音順）  

 

  

                                                 ©SIC ２０２２.１２ 
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